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1,048 

221 
564 

885 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期

27,301 26,843 28,566 
33,771 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期

コメント前期⽐2025/3期2024/3期連結
増減率増減額

⼟⽊事業は予定していた⾼速道路株式会社発注の契約が後ろ倒しになったことによ
り減少、建築事業は前期において⼤型再開発事業が早期受注となったことによる反
動減などが要因で減少

△11.2％△3,31826,41629,735受注⾼

建築事業が過去最⾼額を更新するなど、⼿持⼯事が順調に進捗し増収18.2％5,20533,77128,566売上⾼

売上⾼の増加により増益となったが、建設コストの⾼騰により利益率は低下14.3％5384,3113,772売上総利益
（売上総利益率）

売上総利益の増加による増益56.8％320885564営業利益
（営業利益率）

同上54.8％301851550経常利益

特別利益に保有不動産の譲渡による売却益を計上426.6％1,7722,187415親会社株主に帰属する
当期純利益

（百万円）

37,691 36,128 
29,735 26,416 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期

（百万円）

2025年3⽉期 連結業績の概要（前期⽐較）

過去最⾼の⼿持⼯事の順調な進捗により、２期連続の増収・増益

売上⾼の推移受注⾼の推移 営業利益の推移（百万円） （百万円）

（12.8％）

（2.6％）

(13.2％)

(2.0％)
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⼟⽊事業
建築事業
不動産賃貸事業・その他

2025年3⽉期 セグメント別業績サマリー

受注⾼は、⼟⽊の契約が後ろ倒し、建築の⼤型契約が前期に早期受注になったことによる反動減などにより減少
売上⾼は、過去最⾼の⼿持⼯事の順調な進捗により⼟⽊・建築事業ともに増収、建築事業は過去最⾼の売上⾼を計上

20,708 21,020 21,567 22,719 

6,341 5,566 6,732 10,769 251 256 266 
283 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期

⼟⽊事業 建築事業 不動産賃貸事業・その他

31,279 28,750 
20,199 18,314 

6,166 7,121 
9,269 7,809 

251 256 
266 292 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期

⼟⽊事業 建築事業 不動産賃貸事業・その他

（百万円）受注⾼の推移 売上⾼の推移 （百万円）

21,567

2024年3⽉期
総額

百万円

6,732

266

2025年3⽉期
総額

百万円

10,769

283

22,719

（百万円）セグメント別 売上⾼

33,77128,566

⼟⽊事業
建築事業
不動産賃貸事業・その他

20,199

2024年3⽉期
総額

百万円

9,269

266

2025年3⽉期
総額

百万円

7,809

292

18,314

（百万円）セグメント別 受注⾼

26,41629,735
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セグメント別業績

受注は減少したものの、売上⾼・利益は⼿持⼯事が順調に進捗したことにより増収・増益

コメント
前期⽐

2025/3期2024/3期連結
増減率増減額

予定していた⾼速道路株式会社発注のECI⼯事の契約が翌事業年度以降に後ろ倒しと
なった影響などにより減少△9.3％△1,88518,31420,199受注⾼

関東・関⻄地区での⾼速道路株式会社発注⼯事の設計変更契約が円滑に実施できた
こと及び⼿持⼯事が順調に進捗したことにより増収5.3％1,15122,71921,567売上⾼

受注している⼤型⼯事の設計変更契約が実施できたことや⼯事原価率改善施策への
取組効果による売上原価率の改善により増益19.6％5593,416

(15.0%)
2,857

(13.2%)
売上総利益
（売上総利益率）

（百万円）

⽊部⾼架橋
(島根県益⽥市)

江⽥⾼架橋
(徳島県⼩松島市)

柳島⾼架橋
(茨城県つくばみらい市)

⼟⽊事業

主な当期
完成⼯事
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セグメント別業績

受注は前期に⼤型再開発事業の早期受注などによる反動減、売上⾼は⼿持⼯事の順調な進捗により過去最⾼額を更新

コメント
前期⽐

2025/3期2024/3期連結
増減率増減額

関⻄・中部地区におけるマンション事業の発注が順調に推移したが、関東地区で前期
において⼤型再開発事業の早期受注が出来たことによる反動減などによる減少△15.7％△1,4597,8099,269受注⾼

関⻄・中部地区で耐震補強⼯事等の進捗好転があったこと、並びに⾸都圏及び近畿圏の
⼤型再開発現場が滞りなく進捗したことなどにより、過去最⾼額を更新60.0％4,03710,7696,732売上⾼

建設コストの⾼騰に対し、価格転嫁に難航したこと及び⼀部の製品製造を外注した
ことなどにより採算性が悪化し減益△2.9％△22731

(6.8%)
753

(11.2%)
売上総利益
（売上総利益率）

建築事業

壱岐団地第4・5・6⼯区建築⼯事（FR板）
(福岡県福岡市)

⿊川市街地⾼層併存住宅耐震改修その他⼯事
(愛知県名古屋市)

主な当期
完成⼯事

（百万円）
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連結貸借対照表

 流動資産 ︓ 前期末に⽐べ4,532百万円増加。主な理由は、現⾦預⾦881百万円及び売掛債権が3,988百万円の増加、未収消費税等423百万円の減少
 固定資産 ︓ 前期末に⽐べ445百万円減少。 主な理由は、保有不動産の譲渡などにより有形固定資産が480百万円の減少
 負債 ︓ 前期末に⽐べ2,185百万円増加。主な理由は、短期借⼊⾦3,064百万円及び未払法⼈税等762百万円の増加、⻑期借⼊⾦1,299百万円及

び仕⼊債務817百万円の減少
 純資産 ︓ 前期末に⽐べ1,901百万円増加。主な理由は、親会社株主に帰属する当期純利益2,187百万円の計上、剰余⾦の配当による198百万円の減少

（百万円）

前期末
（2024年3⽉31⽇）

2025年3⽉期
（2025年3⽉31⽇）

固定資産

流動資産 負債

純資産

9,891

27,865 25,447

12,308
固定資産

流動資産 負債

純資産

10,336

23,332 23,262

10,407

37,756総資産

33,669総資産
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現⾦
及び現⾦同等物の

期末残⾼

連結キャッシュ・フロー

3,149

△ 1,162 △ 1,086

△ 2,334

△ 1,083 △ 1,100
△ 1,457

1,701

△ 287

1,327

2,425

1,514

△ 3,200

△ 2,400

△ 1,600

△ 800

0

800

1,600

2,400

3,200

22.3期 23.3期 24.3期 25.3期

営業キャッシュ・フロー
投資キャッシュ・フロー
財務キャッシュ・フロー

（百万円）

25/3期24/3期23/3期22/3期21/3期

億円億円10.5億円8.3億円8.7億円設備投資

（設備投資＝有形固定資産の取得による⽀出）

億円

財務
キャッシュ・フロー

投資
キャッシュ・フロー

営業
キャッシュ・フロー

億円億円億円

短期借⼊⾦の増加
+35.7億円

有形固定資産の売却
による収⼊

+34.3億円
売上債権の増加
△39.8億円

2025年3⽉期

△23.3 17.0 15.1

30.8

16.513.3
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2026年3⽉期 連結業績予想

潤沢な⼿持⼯事を着実に進捗させることにより増収、営業・経常利益は増益⾒込み

1,048 

221 
564 

885 
1,390 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期

27,301 26,843 28,566 
33,771 35,190 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期

コメント前期⽐2026/3期
（予想）

2025/3期
（実績）

2024/3期
（実績）連結

増減率増減額

堅調な市場環境のもと⼿持⼯事を踏まえ受注確保31.5％8,31334,73026,41629,735受注⾼

⼿持⼯事及び⼯場製品の順調な進捗により増収予想4.2％1,41835,19033,77128,566売上⾼

売上⾼の増加、⼯事原価改善施策の実施等により増益予想13.8％5934,905
(13.9%)

4,3113,772売上総利益
（売上総利益率）

売上総利益の増加に伴う増益予想56.9％5041,390885564営業利益
（営業利益率）

同上51.5％4381,290851550経常利益

前期は保有不動産の譲渡に伴う売却益があったことから減益予想△64.3％△1,4077802,187415親会社株主に帰属する
当期純利益

37,691 36,128 
29,735 26,416 

34,730 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期

（百万円）
売上⾼の推移受注⾼の推移 営業利益の推移

（百万円） （百万円）

（百万円）

(12.8％)

(2.6％)

(13.2％)

(2.0％) (4.0%)
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31,279 28,750 
20,199 18,314 

25,647 

6,166 7,121 

9,269 7,809 

8,995 

244 256 

266 
292 

86 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期予想

⼟⽊ 建築 賃貸その他

36,128
29,735

26,416

34,730

20,708 21,020 21,567 22,719 25,947 

6,341 5,566 6,732 
10,769 9,157 

251 256 266 
283 86 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期予想

⼟⽊ 建築 賃貸その他

26,843 28,566
33,771 35,190

事業別業績予想

主な増減要因
2026年3⽉期予想

前期⽐増減率売上⾼前期⽐増減率受注⾼
受注⾼は、⾼速道路の⽼朽化に伴う維持更新事業やインフラ⽼朽化対策など
の発注が引き続き堅調に推移するものと予想されるため増加予想
売上⾼は、⼿持⼯事及び⼯場製品の順調な進捗により増収予想

14.2％25,94740.0％25,647▍⼟⽊事業

受注⾼は、⾸都圏を中⼼とした再開発事業への投資増加などの堅調な外部環
境のもと増加予想
売上⾼は、採算性を優先し、受注計画及び⼿持⼯事の量と各⼯場の⽣産体制
のバランスを⾒直したことにより減収予想

△15.0％9,15715.2％8,995▍建築事業

受注⾼、売上⾼ともに2025年3⽉に保有不動産を売却したことにより減少予
想△69.6％86△70.6％86▍不動産賃貸事業

その他

4.2％35,19031.5％34,730合計

（百万円）

（百万円）受注⾼の推移 （百万円）売上⾼の推移

37,691

27,301
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35,426 
43,086 

41,705 37,566 

6,277 

7,832 10,369 

7,410 

2022.3期 2023.3期 2024.3期 2025.3期

⼟⽊
建築
賃貸その他

44,986

⼯事
場所⼯事概要発注者⼯事名称セグメント

福岡県県道直⽅芦屋線⻄祇園橋の橋梁
架替⼯事福岡県県道直⽅芦屋線⻄祇

園橋橋梁上部⼯⼯事▍⼟⽊

愛媛県⼭⿃坂ダム建設に関連した市道
付替えに伴う橋梁の新設

四国地⽅
整備局

令和６－８年度 ⼭
⿃坂ダム新⼊船橋上
部⼯事

▍⼟⽊

⼭梨県

「半断⾯施⼯を対象とした移動
型PC 床版架設機による床版取
替技術に関する共同研究」に伴
う床板取替⼯事

中⽇本⾼速
道路㈱

中央⾃動⾞道（特定
更新等）中野橋床版
取替⼯事（２０２３
年度）

▍⼟⽊

福岡県RC造23階建新築マンション⼯
事のFR板製作・運搬松尾建設㈱ＭＪＲ⾚坂▍建築

⼤阪府公社住宅耐震⼯事のスマイルダ
ンパフレーム製作・運搬・建⽅㈱永⼤興業

公社原⼭台Ｂ団地第
２期耐震改修その他
⼯事

▍建築

東京都RC造27階建新築マンション⼯
事のFR板製作・運搬

南海⾠村建
設㈱

⼤崎駅⻄⼝Ｆ南地区
第⼀種市街地再開発
事業

▍建築

【参考】繰越⼯事⾼

予定していた契約が翌事業年度以降になった影響などにより前期に⽐べて減少したものの、⾼⽔準をキープ

当期の主な受注⼯事 繰越⼯事⾼ （個別） （百万円）

41,704

50,919 52,075
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株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の⼀つと位置付けており、
財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を図りながら、安定配当を実施する。

9 9
11

13
14

20.9 

131.2 

47.7 
10.5 

31.9 

2022 2023 2024 2025
〈予定〉

2026
〈次期予想〉

1株当たり配当⾦（円）
配当性向（％）

1.65 1.63 
1.90 2.03 1.96 

株主資本配当率（％）

株主還元

基本⽅針

当事業年度の配当については、当事業年度の
連結業績および株価向上に資する株主還元強
化を勘案し、当初の１株当たり９円から４円
増配し、１株当たり13円の配当を予定。

また2026年３⽉期の配当は、１株当たり
14円と予想。
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応①

 当社の株主資本コストは、概ね6.8％程度と
認識

 ROEは24.3期まで2期連続で⽬標の7%に未
達だったものの、25.3期では⽬標を上回る
19.3%を達成。
➡所有不動産の売却及び利益率の好転が要因

 PBRは21/3期（1.14倍）以降は１倍割れの
状態が続く状況は、株価の低迷が要因である
と認識

 更なる企業価値向上を実現していくためには、
中⻑期の成⻑戦略の着実な実⾏とその浸透が
⼀層重要と認識

 ⻑期ビジョン達成とその基盤づくりと
位置付ける中期経営計画VISION2030の
⽬標達成を引き続き⽬指す

 中⻑期的な企業価値向上のため、ROE︓
8％超、PBR︓1.0倍以上、売上⾼450億
円、営業利益率5％超、配当性向︓40％
を⽬指す。

 業績⽬標達成による利益確保

 株価向上施策（配当政策の検討、IR活動
の強化、⾃⼰株式取得の検討）

 キャッシュ・フローの改善（売上債権の
速やかな回収、【⼯事⼯場利益改善PJ】
の確実な遂⾏による利益の確保）

 資⾦調達の多様化（所有する不動産の
有効活⽤等の検討）

 経営の効率化（⾮⽣産部⾨のスリム化、
【DX推進】による職員⼀⼈⼀⼈の⽣産性
向上）

ステークホルダーの期待に応え、持続的な成⻑、中⻑期的な企業価値の向上を実現するためには、
資本コスト・資本収益性を⼗分に意識した経営資源の配分が重要という観点から、上場各社へ資本コストや
株価に対する意識改⾰を求める。

東証要請
の背景

取り組み⽅針現状把握
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8.1%

1.3%
4.1%

19.3%

22.3期 23.3期 24.3期 25.3期

株主資本コスト
6.8%

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応②

ROEの推移

PBRの推移

 ROEは24.3期まで2期連続で⽬標（7%維持）を下回っていたものの、25.3期は⽬標を上回る19.3%となり、エクイ
ティスプレッド（ROE-株主資本コスト）はプラスに転じた。PBRは2022年3⽉期以降1.0倍を割り込む状態。

 持続的な成⻑や中⻑期的な企業価値の向上を実現するためには、⽅針に掲げた⽬標の達成に資する施策の実⾏が重要。

503 453 455 436
553.89 559.42 585.33

697.26

0.91 
0.81 

0.78 0.63 

0

500

1000

1500

2000

0.00

0.20

0.40
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IRフェアへの出展（24年7⽉、8⽉、11⽉）

株主通信の発⾏、個⼈株主様への
アンケート調査実施

 IR活動の強化 ⾃⼰株の取得（株式報酬制度）
・・・2024年11⽉実施

改善に向けた取り組み

所有不動産の売却
・・・2025年3⽉実施
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ROE(⾃⼰資本利益率)について

PBR(株価純資産倍率)について

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応③

考察

業績悪化に伴い23.3期が底となったが、そ
の後は利益増によって、上昇傾向にある。

今後に向けた取り組み

利益の拡⼤

事業規模の拡⼤

その他

⼯場を中⼼とした⽣産体制の拡充に向けた
設備投資を通じて、⽣産性を向上させる。

有効な外部連携の検討 2025年3⽉に実施した固定資産の譲渡によっ
て特別利益を計上し、BPS(1株当たり純資
産)の増加によりPBRは低下した。⼀⽅、こ
の特別利益を考慮しない場合、PBRは0.72倍
とほぼ横ばいであるため、PBR向上には更な
る株価向上が必要である。

 2025年4⽉に開始した企業価値最⼤化プロ
ジェクトを通じて、更なる施策を検討し、
実⾏する。


